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IFRSの動向と

グループ経営に与えるインパクト

＊文中、意見にわたる部分は、
すべて私見であることを予めおことわりいたします。



IFRSの構成

2
（有限責任監査法人トーマツ セミナー資料より）



基準書一覧

3
（有限責任監査法人トーマツ セミナー資料より）



解釈指針一覧

4
（有限責任監査法人トーマツ セミナー資料より）



IFRSの適用を要求または容認する国々

5
（有限責任監査法人トーマツ セミナー資料より）



日本及び米国におけるIFRSをめぐるタイムスケジュール
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（有限責任監査法人トーマツ セミナー資料より）



コンバージェンスとアドダプション

コンバージェンス アドプション

コンバージェンスは日本の会計基準を国際会計基準に近づけてゆくことを、アドプション（適用）とは国際会計基
準をそのまま採用することを意味します。

意味合い

メリット

デメリット

• 日本の事情（経営実態・商慣行）を考慮

した会計基準の設定が可能

• 会社法、税法とは既存の関係が維持

される

• 日本基準をIFRSに近づける

• 連結・単体とも日本基準が開示基準

として維持される

• 国際会計基準（IFRS）そのままを採用する

• 上場会社連結開示基準はIFRSとなる

• 非上場企業・単体の基準は日本基準

*単体については現時点での想定

• グローバルスタンダード会計基準を採用

することにより、世界の資本市場・外国人

投資家からの資金調達が容易となる

• 企業活動の海外展開・海外子会社管理

がこれまで以上に容易となる

• 日本のみグローバルな潮流に逆行する

ことになるため、日本基準の財務数値

は世界の資本市場・外国人投資家より

敬遠される懸念がある

• 日本の事情（経営実態・商慣行）を考慮

した会計基準の設定が困難となる

• 上場会社は会社法、税法準拠のために

日本基準を、開示にはIFRSを使用する

必要が生じる可能性がある

（複数会計基準への対応必要）
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IFRSの主な特徴と企業経営に与えるインパクト
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（IFRSの特徴補足）尐ない基準書

9

（有限責任監査法人トーマツ セミナー資料より）



（IFRSの特徴補足）遡及修正
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（有限責任監査法人トーマツ セミナー資料より）



（IFRSの特徴補足）初度適用
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（有限責任監査法人トーマツ セミナー資料より）



（IFRSの特徴補足）大量の注記 - 詳細な会計方針の注記

12 （有限責任監査法人トーマツ セミナー資料より）



（IFRSの特徴補足）大量の注記 - 詳細な会計方針の注記

13 （有限責任監査法人トーマツ セミナー資料より）



IFRS導入のスケジュール感
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日本における先行導入事例よりIFRS導入までには4～5年程度の準備期間が必要と考えられますが、
まずは、導入インパクト分析（影響分析）を行い、経営面、経理業務・基幹業務面、システム環境等に与える
インパクトを把握することが重要です。

2015

2014

2013

2012

2011

報告日

移行日

他の社内プロジェクトとの調整と社内向けのトレーニング実施

グループ経理業務の標準化と効率化の追求

インパクト分析 導入計画策定・導入実施 移行期間

• 影響分析・評価
• 対応課題抽出

- 業務
- システム
- 組織

• グループ経理
規程策定

• 導入計画策定
• 業務改善・標準化
• システム改革
• 組織改革
• 拠点展開

• IFRSベースのデータ入力
• IFRS免除措置の

採用決定
• IFRSによる期首BSの

作成開始
• ドライ・ラン
• 内部統制のデザイン

• IFRS比較FS作成
（パラレル・ラン開始）
• システム稼働
• IFRS内部統制

の運用開始

• IFRS開示FS作成
• IFRS決算の終了
• 投資家への説明準備
• 外部コミュニケーション
• 内部統制報告
• システムなどの

継続的改善

IFRS対応ロードマップ（イメージ）
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企業が最初のIFRS財務諸表を作成する場合には、IFRS移行日現在でIFRS開始財政状態計算書を作成しなければなら

ない（6項）

企業の最初のIFRS財務諸表には、尐なくとも、3期分の財政状態計算書、2期間分の包括利益計算書、キャッシュ・フロ

ー計算書及び持分変動計算書並びに関連する注記を開示する必要がある（21項）

＊）この比較情報を開示する最初の年度の期首をIFRS移行日という

＊）比較対象IFRS財務諸表を作成する報告1年前の会計期間においては、日本基準での財務諸表も作成しなければなら

ない。（⇒パラレル・ラン）

国際財務報告基準の初度適用（IFRS第1号）

IFRSベースの財務諸表の開示のためには、その2年前からIFRSベースの比較財務諸表の作成が必要

2015年にIFRSベースで開示するためには、比較対象として2014年のIFRSベース財務諸表が必要となる。



開示

IFRS_FS

報告日

（当期末）



前期末／当期首



移行日

（前期首）

比較対象

IFRS_FS

最初のIFRS報告期間比較対象期間

2年間必要

（14/4－15/3）（13/4－14/3）

開始BS

（適用初年度~2期前）

IFRSへの十分な対応には5年程度の期間が必要になる
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IFRSへの十分な対応には5年程度の期間が必要になる

IFRSベース比較対象FS作成のために、移行日の1年前からIFRSベースの会計処理の準備が必要。

IFRSベース比較対象FSの期首残高を算定するために、報告日の前々期末のFSについて日本基準からIFRSベースへ

の組み替えが必要となる。そのためには、IFRSベース比較対象FSを作成する会計年度の1年前から、IFRSベースでの会

計処理の準備を実施する必要がある。





前期末／当期首



移行日

（前期首）

比較対象

IFRS_FS

比較対象期間IFRSベースの会計処理データもしくは

調整のための取引データが必要



取引
情報
入力

IFRS

GL

仕訳

OR

LOCAL

GL

IFRS

GL

調整取引
情報
入力

仕訳

比較FS期首残高算定

（2期前~3期前）

（13/4－14/3）（12/4－13/3）

開始BS
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IFRSへの十分な対応には5年程度の期間が必要になる

IFRSベースの会計処理のためには業務・システム・組織に関する対応課題の解決が必要。

IFRS自体を適用するためには、プリンシプル・ベースと言われているIFRS自体を十分に理解し、各企業が実務において

適切に運用していくことが必要になる。

このため各企業において、内外のグループ企業全体で適切にIFRSを適用するための具体的な会計処理や財務報告の

手続きを定め、それらを支える業務の見直し、システムの見直し、組織の変更、内部統制への対応など、処理開始に向け

た準備が必要となる。





取引
情報
入力

IFRS

GL

仕訳

OR

LOCAL

GL

IFRS

GL

調整取引
情報
入力

仕訳

IFRSベースの会計処理を行っていくために

は、処理可能な業務・システム・組織の課題

解決が必要となる

IT

プロセス

組織・制度

運用準備が必要

（3期前~4期前）

（11/4－12/3）
（12/4－13/3）
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IFRSへの十分な対応には5年程度の期間が必要になる

プリンシプル・ベースのIFRS適用においてはグループレベルでの経理基準・経理方針の策定が重要。

 IFRSでは、IAS第27号「連結及び個別財務諸表」により、在外子会社を含む連結グループ及び持分法適用関連会社に

おいて、共通の会計方針に基づいた会計処理が求められている。そのため、親会社においてグループ内で採用する会

計方針を定め、グループ会社に展開する必要がある。

 IFRSは原則主義の会計基準体系のため、企業の判断の余地が日本基準より広くなっている。

–日本基準における「実務指針」、又は「適用指針」のような、網羅的な解釈指針がない

–日本特有の取引・事象に関する解釈指針がない

–具体的な判断基準（金額・比率等）が示されているケースが尐ない

–金額的重要性による免除規定はほとんどない

 そのため、会計処理に判断の余地があるものは、グループ会計方針に基づき、個々の取引事象に対する共通の会計処

理方法を具体的に定め、グループ会社に展開する必要がある。





IT

プロセス

組織・制度

IFRS適用の前提となるIFRSベースの経理規程や経理マニ

ュアルの策定が必要。

そして、そのためには初期調査としてIFRS適用の影響分析

を行うことが有用である。

IFRSベースの

グループ経理基準

前提事項として

のルール策定影響分析

（11/4－12/3）（10/4－11/3）

（4期前~5期前）
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IFRSへの十分な対応には5年程度の期間が必要になる

グループレベルでの経理規程・経理マニュアルの策定に１年程度


IFRSベースの会計処理のための業務・システム・組織に関する対応課題の解決に1年程度


IFRSベース比較対象FS期首残高のためのIFRSベース会計処理の実施に1年程度
IFRSベースの開示財務諸表と比較財務諸表の作成に2年程度

十分な対応には5年程度必要！
さらに、

2011年3月期からのマネジメント・アプローチ採用によるセグメント情報開示の変更への対応

2011年6月まで続く日本基準のIFRSへのコンバージェンスへの対応

遡及適用への対応

さらに、さらに、

グループ経営管理の高度化／J－SOX運用コストの削減／連結決算の早期化等、IFRS導入メリットの享受

IFRS強制適用を見据えた対応コストの分散化、スムースな移行、ソフトランディングを意識した早期対応

さらに前倒しした早期対応も合理的な経営判断！



IFRS導入インパクト（課題）とは

• 金融庁 企業会計審議会ではIFRS強制適用（2015 or 2016年）制度化に向けた検討が行われており、
上場会社はIFRSでの連結決算数値開示が必要となることがほぼ確実な情勢にあります。

• このことより、上場会社は連結対象会社を含むグループレベルのIFRS導入プロジェクトを実行する必要があり、
IFRS導入プロジェクト実行にはグループレベルの全体計画策定と個社（親会社・連結子会社）単位での実行計画
の策定が必要となります。

• この計画を策定するためにはまず、IFRS導入課題（インパクト）の把握とそれら課題に対する対応方針を明確に
する必要があります。

IFRS先行導入企業課題例

1. 連結範囲（IAS 第27号）

連結範囲には実質支配する会社全てが含まれる
=> 連結対象会社数の増加

2. 会計期間（IAS 第27号）
IFRSでは親会社と子会社の決算日は同日が前提
=> 決算期統一・決算早期化対応が必要

3. 会計方針（IAS 第27号）
IFRSではグループ会計方針統一が前提
=> IFRSﾍﾞｰｽのｸﾞﾙｰﾌﾟ経理規程、実務指針作成が必要

グループレベルIFRS導入計画

グループレベル課題
（経営トップの意思決定対象）

IFRS先行導入企業課題例

1. 収益認識（IAS 第18号）
収益認識タイミング＝リスクと経済価値の移転時
=> 出荷基準を検収基準他へ変更

2. 有形固定資産（IAS 第16号）
コンポーネントアカウンティング、減損戻入れ
=> 減価償却計算方法・システムの大幅な見直し

3. 開発費（IAS 第38号）
開発費の一部（将来の経済的便益をもたらすもの）
を資産化
=> 開発費の計上方法、業務/システムの見直し

個社単位のIFRS導入実行計画

個別課題
（業務従事者の検討対象）

グループレベル課題
（経営トップの意思決定対象）
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IFRSを見据えて、今、対応すべき経営課題のポイント例（まとめ）
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IFRSを見据えて、今、対応すべき経営課題のポイント例（1）
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IFRSを見据えて、今、対応すべき経営課題のポイント例（1）

（有限責任監査法人トーマツ セミナー資料より）



IFRSと日本基準の両基準へ対応方法は、以下の3パターンが考えられ、個別インパクト項目毎の対応方法を

決定する必要があります。

①同一の会計処理が
選択可能な場合

②表示・区分が異なる場合 ③それ以外の内容

■ 棚卸資産（洗替法）
■ 収益（税抜処理）
■ 政府補助金（圧縮記帳）等

■ 財務諸表の表示
■ 法人所得税 等

■ 有形固定資産（資産区分）
■ 借入費用の資産化
■ 収益（複数要素区分）等

差異への

対応
同一の処理を選択 勘定科目を組替え

IFRSと日本基準の両基準に対して
それぞれ個別対応

IFRS 日本基準

棚卸資産の評価（低価法）
繰延税金資産
・負債の表示

有形固定資産（資産区分）

洗替方式 洗替方式

切放方式

対応例

同一処理選択

IFRS 日本基準

財政状態計算書

資産

流動資産

固定資産

貸借対照表

資産

流動資産

固定資産

元帳
繰延税金

資産

資産取得

償却台帳
（IFRS）

償却台帳
（日本基準）

耐用年数の違い

補助簿の二重管理

IFRSを見据えて、今、対応すべき経営課題のポイント例（1）
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それぞれ個別対応が必要な差異については、両基準での取引データ等を管理する必要があります。

複数元帳方式 単一元帳方式

補助簿

元帳

個別
財務
諸表

特徴

業務負荷

決算

スケジュール

遡及修正への

対応

経営管理情報と

の関係

システム修正

コスト

修正仕訳の作成・入力・確認
に関する業務負荷

決算発表日、決算スケジュールへ
の影響

会計方針等の変更に関わる
遡及処理の可否

管理会計、予算、中期経営計画
数値との関係

既存システムの改修コスト

日本基準 IFRS 日本基準 IFRS

修正仕訳

差異

■ 原価計算や複雑な配賦を
元帳で行うことが出来る

■ データの一元管理、明細へ
のトレースが容易

■ システム化した時のコストを
抑えることが出来る

■ データが一元化されず、
明細へのトレースが困難

いずれの方式を選択するかを

総合的に判断することが必要

対応策（例） 検討ポイント（例）

IFRSを見据えて、今、対応すべき経営課題のポイント例（1）
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IFRSを見据えて、今、対応すべき経営課題のポイント例（1）
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IFRSを見据えて、今、対応すべき経営課題のポイント例（2）
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IFRSを見据えて、今、対応すべき経営課題のポイント例（2）
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IFRSを見据えて、今、対応すべき経営課題のポイント例（2）
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IFRSを見据えて、今、対応すべき経営課題のポイント例（2）
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IFRSを見据えて、今、対応すべき経営課題のポイント例（2）
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IFRSを見据えて、今、対応すべき経営課題のポイント例（2）
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IFRSを見据えて、今、対応すべき経営課題のポイント例（3）
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IFRS導入に際し、決算期統一・決算早期化が求められる背景

現在の日本基準では３ヶ月以内の決算期の差異は容認されていますが、IFRS導入企業は、実務上不可能

でない限り

親会社と子会社の決算期は統一することが求められます。

IFRS基準
IAS27

Par. 22

22. 連結財務諸表の作成に用いる親会社及びその子会社の財務諸表は、
同一の報告日付で作成しなければならない。
親会社と子会社の報告日が異なる場合には、子会社は、連結目的上、
実務上不可能でない限り、親会社の財務諸表と同じ日付の財務諸表を
追加で作成する。

• 金融庁 企業会計審議会ではIFRS強制適用（2015 or 2016年）制度化に向けた検討が
行われており、上場会社はIFRSでの連結決算数値開示が必要となることがほぼ確実な
情勢にある。

• IFRS導入に際し、上場会社はグループ会計方針の統一に加え、決算期の統一を
実現する必要がある。
※決算期統一対象子会社の決算日程次第では、決算早期化を合わせて行うことが必要
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IFRS導入全体
アプローチ

（期ずれ連結会社）

期ずれ連結子会社を持つ会社のIFRS導入全体アプローチ

- 決算期統一/決算早期化とIFRS導入活動の順序 -

今後、期ずれ連結会社実施会社様にてIFRS導入全体計画を策定される際には、①決算期統一（決算早期化）と
②IFRS導入活動のいずれのタスクより着手・実現するべきかという論点が生じることが予想されます。
 IFRSは基本的に期ずれを想定していないため、IFRS開示時点では期ずれがないことが前提となるものと考えられ、

期ずれのままIFRS開示を迎えるパターン3 を採用される企業は尐ないものと考えます。また現場負荷が最も大きい
パターン2を採用される会社も尐ないものと予想されます。

パターン1

決算期統一
・

決算早期化
IFRS 導入

開示

パターン2 
開示

パターン3

開示

決算期統一・決算早期化

IFRS 導入

IFRS 導入
決算期統一

・
決算早期化

IFRS導入本格活動前に決算期統一

IFRS開示時点までに決算期統一

IFRS開示以降に決算期統一

子会社決算要員の負荷を考慮し、先行して
決算期統一・決算早期化を実現した後に
本格的なIFRS導入活動を実施するパターン。

決算期統一・決算早期化活動と本格的な
IFRS導入活動を並行実施するパターン。
親子決算要員の負荷は高くなることが予想
される。

IFRS開示以降に決算期統一・決算早期化
活動を行うパターン。

＊実際に採用されるケースは稀有と考えられる
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3

7

IFRS導入に向けたトーマツ関西支援内容例

決算期統一・決算早期化支援

（目的：グループ会計期間統一）

IFRS導入支援

（目的：グループ会計方針統一）
売上高

連結子会社数
子会社所在国

1 株式会社 A社 ○ ○
2兆円超

約300社

33ケ国

2 株式会社 B社

3 株式会社 C社

2千3百億円

約40社

20ケ国

3千億円

約20社

8ケ国

○ ○

○ ○

4 株式会社 D社
2千3百億円

約21社

6ケ国
○ ○

トーマツ関西 IFRS導入支援代表事例
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決算期統一

・

決算早期化

プロジェクト活動

IFRS導入

プロジェクト活動

目標設定 現状調査
全体計画

策定

個社別

計画策定

個社別

活動

トライアル

決算

決算期統一・決算早期化準備フェーズ 決算期統一・決算早期化実行フェーズ

目

標

達

成

グループ

全体計画

策定

グループ

経理規定

策定

実務指針

・

事業部

ルール

策定

グループ

会社展開

個社別

計画

策定・導入

活動

ドライラン

IFRS導入準備フェーズ IFRS導入フェーズ

目

標

達

成

現時点

現時点

IFRS 導入アプローチ 【株式会社 A社】

株式会社A社様では期ずれ会社における決算期統一・決算早期化実現後に、IFRSベースの
グループ経理規定をグループ会社へ展開し、IFRS導入完了を目指すアプローチを採用されています。
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期ずれ決算実施会社における

IFRS導入マスタースケジュールと決算期統一・決算早期化プロジェクトの位置づけ例

グループ経理規程策定以降のIFRS導入活動スケジュールは実際には段階対応となります。

:グループ本社（親会社）活動 :連結子会社活動（期ずれ無）:連結子会社活動（期ずれ有）

在外連結子会社
（期ずれ会社）

【Xx社】

IFRS PMO
（HQ Project Management Office）

日本本社

【1社】

在日連結子会社
（期ずれなし）

【XX社】

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏｲﾙｽﾄｰﾝ

適
用
初
年
度
期
末
決
算

IFRS導入プロジェクトマネジメント（進捗・課題管理、関連部門、子会社、監査人との調整等）

IF
R

S

導
入
イ
ン
パ
ク
ト
分
析
・グ
ル
ー
プ
全
体
計
画
策
定

グループ

経理規程策定

決算期統一・

決算早期化活動

【最低15ケ月必要】

※早期着手望ましい

実務指針・

事業部ルール作成 IFRS導入

（業務・システム見直し）

【24ケ月】

IFRS導入・定着化支援

【60ケ月】

連結システム

開発等

IFRS導入

（業務・システム見直し）

【24ケ月】

IFRS定着化

（経理体制・運営整備）

【24ケ月】

IFRS導入

（業務・システム

見直し）

【12ケ月】

IFRS定着化

（経理体制・運営整備）

【24ケ月】

10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3

FY2009
FY2010

(2010.4-2011.3)

FY2011

(2011.4-2012.3)

FY2012

(2012.4-2013.3)

FY2013

(2013.4-2014.3)

FY2014

(2014.4-2015.3)

日本基準による開示

IFRSによる財務諸表作成

比較年度 当期

IFRS報告日

（2015.3/31）

IFRS移行日

（2013.4/1）
現時点

決算期

統一

準備
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IFRS導入に伴う決算期統一・決算早期化プロジェクトスコープ例

通常、日本企業の決算期は4-3月であり、海外子会社の決算期は1-12月であることから、決算期統一・決算早期化

プロジェクトスコープは①海外子会社決算業務、②海外子会社決算前工程業務、③親会社連結決算プロセスとなる

ことが一般的である。

決算期統一対象海外子会社数が多い場合は、親会社の連結決算処理工数にもインパクトを与えることから、

必要に応じ、親会社の連結決算プロセス、システム、体制を見直すことが必要になる可能性が高い。

単体決算改革

プロジェクト

（親会社）

単体決算改革

プロジェクト

（連結子会社）

連結決算・開示プロセス改革プロジェクト

（親会社）

単体決算
連結データ

収集 連結処理
報告資料

作成

内部承認

外部監査

販売/購買取引

生産/物流活動

サービス活動

業務改革

プロジェクト

（親会社）

グループ共通基幹システム導入プロジェクト

グループ会計ルール策定プロジェクト（IFRSプロジェクト）

業務改革

プロジェクト

（連結子会社）

:IFRS導入を発端とする決算期統一・決算早期化プロジェクト範囲（想定）



決算期統一のポイント
-海外子会社所在国別の決算期変更方針パターン-

決算期変更が必要な場合は、まずはじめに海外子会社所在国の決算期変更可否を確認した上で、

決算期統一方針を 決定する必要があります。

移行期は12ヶ月+3ヶ月、
15ヶ月両方可

アメリカ、イギリス、ドイツ、
スロバキア、ハンガリー、

トルコ、イタリア、スペイン、
南アフリカ、台湾、フィリピン
タイ、マレーシア、ベトナム、

インドネシア

オランダ、エジプト、
オーストラリア、香港、

シンガポール

中国、
メキシコ、ブラジル、

ルーマニア、ブルガリア、
ウクライナ

国名

移行期は
12ヶ月+3ヶ月のみ可

決算期変更
可能国

決算期変更不可国

ポーランド
移行期は

15ヶ月のみ可

決算期統一
対象会社所在国

パターン
2

パターン
3

パターン
1

方針例

パターン
2または3

*

* 下線部の国：会計期間としては15ケ月決算も可能だが、税務申告期間が12ケ月＋3ケ月のみの国
41



親会社報告用決算期首凡例： 親会社期末

Apr - Jun Jul - Sep Oct - DecJan - Mar

Jan - MarApr - Jun Jul - Sep Oct - DecJan - Mar

親会社期末 FY 2011FY 2010

Apr - Jun Jul - Sep Oct - Dec

Jan - Mar Jan - MarApr - Jun Jul - Sep Oct - Dec

FY 2010

Oct - DecJul - Sep Oct - DecApr - Jun Jul - SepJan - Mar

FY 2011

Apr - JunJan- Mar

制度決算

子会社の決算期

FY2011 1月～3月
を控除

親会社と同様の決算期

（4月～3月末）

親会社の決算期

子会社の決算期

Jan - Mar

FY 2012

決算期統一方針パターン1：決算期変更不可の子会社における仮決算の方法

• 仮決算を実施する子会社においては、現行の決算期から1月～3月分を控除し、翌期の1月～3月分を加える
ことで、親会社の決算期に合わせた4月～3月期の決算数値を作成する。

親会社期末 親会社期末

制度決算

FY2012 1月～3月
を加算

パターン
1

42



Jan - MarApr - Jun Jul - Sep Oct - DecJan - Mar

3ヶ月決算

FY 2011FY 2010

Apr - Jun Jul - Sep Oct - Dec

Jan - Mar Jan - MarApr - Jun Jul - Sep Oct - Dec

FY 2011

3ヶ月決算

FY 2010

Oct - DecApr - Jun Jul - SepJan - Mar Jan - Mar

FY 2011に移行

Oct - DecApr - Jun Jul - SepJan - Mar

FY 2010

パターン
2

• 移行期に12+3ヶ月決算を行う場合、決算期統一直前の1月～3月を3ヶ月期として3ヶ月決算を行う。
• 現地法制度に則った報告は、前年度（12ヶ月）及び3ヶ月期の二期分実施、親会社への報告は、移行期の

親会社の連結方針に従って実施する。

決算期統一方針パターン2：決算期移行期の取り扱い（12+3ヶ月決算の場合）

親会社期末

親会社と同様の決算期

（4月～3月末）

親会社の決算期

子会社の決算期

親会社期末 親会社期末

子会社の決算期

親会社期末凡例：
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15 ヶ月決算

Jan - MarApr - Jun Jul - Sep Oct - Dec Jan - MarApr - Jun Jul - Sep Oct - DecJan - Mar

FY 2011

15ヶ月決算

FY 2010

Oct - DecApr - Jun Jul - SepJan - Mar

FY 2010に移行

パターン
3

決算期統一方針パターン3：決算期移行期の取り扱い（15ヶ月決算の場合）

Jan - MarApr - Jun Jul - Sep Oct - DecJan - Mar

FY 2011FY 2010

Apr - Jun Jul - Sep Oct - Dec

親会社期末

親会社の決算期

親会社期末 親会社期末

親会社と同様の決算期

（4月～3月末）

子会社の決算期

子会社の決算期

• 移行期に15ヶ月決算を行う場合、決算期統一の前年1月～当年3月を15ヶ月期として15ヶ月決算を行う。
• 現地法制度に則った報告は、15ヶ月期として一期分実施、親会社への報告は、移行期の親会社の

連結方針に従って行う。

15ヶ月決算親会社期末凡例：
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IFRSを見据えて、今、対応すべき経営課題のポイント例（4）
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IFRSを見据えて、今、対応すべき経営課題のポイント例（4）
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IFRSを見据えて、今、対応すべき経営課題のポイント例（5）
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IFRSを見据えて、今、対応すべき経営課題のポイント例（5）
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個別課題（インパクト）項目

収益認識プロセス 収益認識できない取引（1/2）

契約上取引の当事者となる場合であっても、通常追うべき様々なリスクが実質的に移転していないと考えられる

取引は、手数料相当額のみを収益認識することになります。

日本基準 IFRS（IAS第18号 8,13,14,16項,付録５項）

■ 明確な規定はないが、収益認識は実現主義

■ 持分の増加をもたらす経済的便益の総流入のみを収益として認識する

■ 法律上の所有権が移転していても、所有に伴うリスク及び経済価値を売
手が保持している場合には、収益は認識しない

■ 物品を後日買い戻す契約では、当初の販売取引と買戻契約を一体の取
引として取扱う

相違点

有償支給の例

有償支給

元会社

外注先

(有償支給先)

材料を有償支給

加工した商品を購入

20,000円

売上計上

20,000円

仕入計上

20,000円

仕入計上

7,000円

加工代計上

仕入先

所有に伴うリスクなどを実質的に

移転していない取引は収益認識できない

材料を仕入

■ 代理人とみなされる取引

■ 消化仕入取引

■ 仲介取引

■ 直送取引

■ リベートや値引きが

予測可能な取引 等

総額処理で収益認識できない

可能性のある取引例
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個別課題（インパクト）項目

収益認識プロセス 収益認識できない取引（2/2）

対応イメージ（有償支給の例）

契約

取引明細

仕訳

F/S

収益認識する取引を実質判定

対応策（例）

IFRSに合わせた収益認識方法

を確立する

■ 契約書の文言等の精査により、
取引毎に収益認識ルールを整備

■ 収益認識ルールに合わせた在庫
管理・債権管理を行う仕組みを
構築

業

務

プ

ロ

セ

ス

取

引

開

始

前

日

次

月

次

取引コードで収益・費用を紐付け

売掛金／売上仮勘定

仕入／買掛金

売上仮勘定／仕入

3,000円

3,500円

3,000円

売掛金／売上仮勘定

仕入／買掛金

3,000円

3,500円

収益・費用は純額で表示

債権・債務は総額で表示

販売管理

取引コード

販売先

金額

4649

A社

3,000円

純額 〇

購買管理

取引コード

販売先

金額

4649

B社

3,500円

純額 〇

売上

仕入

粗利

0円

500円

▲500円

売上

仕入

粗利

3,000円

3,500円

▲500円

純額表示しない場合
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個別課題（インパクト）項目

固定資産管理プロセス（1/2）

日本基準
IFRS（IAS 第16号、IAS 第23号、

IAS 第36号、IAS 第38号）

■ 資産計上単位に関する具体的な規定はない

■ 実務上、法人税法基準の用途、細目等の区分で計上

相違点

資産

計上

償却

減損

■ 経済的使用価値に基づき耐用年数、残存価額、償却方

法を決定

■ 実務上、税法基準に準拠

■ 減損の兆候（経営環境の著しい悪化等）

■ 減損の兆候がある場合、減損の認識判定を行った後、

減損テストを実施

■ 減損の戻入を行わない

■ コンポーネント・アカウンティングによる資産計上

■ 開発及び、借入費用の資産化（後述）

■ 耐用年数、残存価額、償却方法について、実態に即した

独自の見積りより決定

■ 減損の兆候（資産の陳腐化等も確認）

■ 減損の兆候があれば、減損テストを実施

■ 減損の戻入を行う

コンポーネント・

アカウンティング

実態に即した耐用年数、

残存価額、償却方法

減損テスト対象と

減損戻入れ

有形固定資産に関して初期に認識された金額を異なる償却方法や耐用年数を採用すること

が妥当な構成部分に配分し管理

有形固定資産及び無形資産について、より経済実態に即した資産計上、償却、減損が求められます。

耐用年数

残存価額

償却方法

減損テスト
対象

減損戻入

資産が使用されると見込まれる期間

耐用年数後の資産の処分によって獲得されるであろう金額

経済的便益の費用消去パターンを反映した方法

減損の兆候に資産の陳腐化等が含まれる将来のキャッシュフロー
（割引前）との比較を行わない為、減損対象が拡大する可能性大

過去に減損した資産の価値が回復した場合には、戻入を行う
（のれんを除く）
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個別課題（インパクト）項目

固定資産管理プロセス（2/2）

対応策（例）

IFRSに合わせた収益認

識方法を確立する

■ 契約書の文言等の精査によ
り取引毎に収益認識ルール
を整備

■ 収益認識ルールに合わせた
在庫管理・債権管理を行う仕
組みを構築

業

務

プ

ロ

セ

ス

資
産
計
上

償
却

減
損

対応イメージ

飛行機 250億円

機体

200億円

エンジン

50億円

耐用年数：19年
償却方法：定額法
残存価額：10億円

耐用年数：10年
償却方法：定額法
残存価額：5億円

実態に応じた耐用年数、償却方

法、残存価額の設定

200
190

180
170

取得時 1年目 2年目 3年目 4年目

200
190

160 170

取得時 1年目 2年目 3年目 4年目

200
190

160 170

取得時 1年目 2年目 3年目 4年目

償却費 10億円

＝(200-10)/19

償却費 10億円

減損 20億円

減損戻入 10億円 減損戻入のために

以下の情報の保持が必要

■ 取得価額・減価償却累計額
■ 減損金額
■ 減損しなかった場合の帳簿価額

当初の帳簿価額170億円までしか

戻入出来ない

資産の取得

資産計上
(コンポーネントアカウ

ンティングによる)

耐用年数等の
設定

償却
（1年目）

減損の発生
（2年目）

減損の戻入
（3年目）

細目

耐用年数

償却方法

飛行機

10年

定率法

勘定科目 航空機

残存価額 1円

日本基準

細目

耐用年数

償却方法

機体

19年

定額法

勘定科目 航空機

残存価額 10億円

エンジン

10年

定額法

航空機

5億円

IFRS

資産を計上する際に、重要な構

成部分に配分して計上

（重要な構成部分：主要な検査費用
やオーバーホール費用等
無形の構成部分も含む）



1. 技術的な実行可能性がある

2. 利用・販売する意図がある

3. 利用・販売する能力がある

4. 経済的便益を生み出す仕組みがある

5. 十分な技術的・資金的・その他の面での

裏付けがある

6. 信頼性のある支出額を測定する能力が

ある
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個別課題（インパクト）項目

開発費の資産化（1/2）

将来の経済的便益をもたらす開発費は、資産化する必要があります。

日本基準 IFRS（IAS38号）

■ 開発費は発生した期間の費用として処理 ■ 開発費の一部（将来の経済的便益をもたらすもの）を資産化相違点

研究 開発

■ 新たな知識の獲得

■ 研究成果などを評価し応用するため
の調査

■ 代替案の探索 等

■ 試作品などの設計・組立・テスト

■ 新技術を組み込んだ製品の設計

■ 量産化前の工場の設計・組立・
操業 等

費用処理 資産化

以下の6要件を満たす場合

開発費を資産化する
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個別課題（インパクト）項目

開発費の資産化（2/2）

対応策（例）

資産化する開発費を収集

するプロセスを追加する

■ 資産化ルール（資産化のタイミ
ング、対象となる費用）の整備

■ 資産化判断プロセス、発生費
用の収集プロセスの確立

■ 業務負荷を勘案し、開発費管
理システムの導入を検討

業

務

プ

ロ

セ

ス

情
報
収
集

開
発
費
の
算
定

資
産
と
し
て
管
理

対応イメージ

■ 労務費以外の直接費
（伝票入力時にプロジェクトNo.を入力）

■ 労務費
（プロジェクトNo.毎の工数を入力）

間接費は適切な配賦基準を設け

て各プロジェクトに配賦

資産化の6要件を満たした

プロジェクトを資産化する

耐用年数・償却方法を決定し、

毎期償却

労務費

減価

償却費

材料費

電気代

…

…

2

3

4

1 4,500 550,000 500

2,000 250,000 1,200

8,000 1,000,000 6,000

2,500 100,000 400

間接費

309,200

1,183,000

154,300

640,000

開発費

電気代 減価償却
費

65,000 20,000

45,000 11,000

120,000 49,000

50,000 1,400

直接費
PJ 
No.

材料費 労務費 ・・費

2

1 1,183,000

154,300

開発費

開発費

金額科目No.

4年

5年

年数

定率

定額

償却

固定資産管理
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個別課題（インパクト）項目

借入費用の資産化（1/2）

日本基準 IFRS（IAS 第23号）

■ 借入費用は、発生期間の費用として処理する

（資産と借入が明確に対応している場合は、建設工事が

完成するまでの期間の借入利息は取得原価に算入す

ることが出来る。）

■ 資産に直接起因する借入費用は資産化する

（一般目的借入金の場合は、資産化率を用いて配分す

る）

■ その他の借入費用は、発生期間の費用として処理

する

××1年 ××2年 ××3年 ××4年

要件

資産取得のために銀行から借入

資産の意図した使用或いは販売を可能に
するために必要な活動を実施(ビル建設など)

資産化

資産に係る支出が発生

使用・販売準備に相当な期間を要する資産の取得に関わる借入費用は、資産化する必要があります。

完成

借入費用の

処理

当該借入費用は固定資産、棚卸資産の取得原価に算入

相違点

費用処理 費用処理
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個別課題（インパクト）項目

借入費用の資産化（2/2）

対応策（例）

資産化する借入費用を収集するプ

ロセスを追加する

■ 資産化開始のタイミングを判断するル
ール、収集すべき情報を決定

■ 借入金を区分（特定目的/一般目的）し
、資産と紐付けて管理

■ 業務負荷を勘案し、借入金管理システ
ムの導入を検討

情
報
収
集

業

務

プ

ロ

セ

ス

資
産
化
額
の
算
定

資
産
と
し
て
管
理

特定目的借入金 一般目的借入金

借入金001 資産No.01

借入額:500万円
年利:5%
区分:特別

借入金002 資産No.02

借入金003

支出額:500万円
建設期間:4～3月
支払期間:4～3月

借入額:300万円
年利:10%
区分:一般

支出額:500万円
建設期間:4～3月
支払期間:4～3月

借入額:200万円
年利:20%
区分:一般

資産化する借入費用額 資産化率

借入金と資産を紐付け、資産化する借入費用を算定

資産化する借入費用額

5,000,000×5%＝250,000円

5,000,000×14%＝700,000円

300,000+400,000

3,000,000+2,000,000
×100=14%

資産化する借入費用額を資産の取得原価に含めて認識し、

減価償却・減損処理を行う

No. 支出額 借入費用 取得原価 年数

01 5,000,000 250,000 5,250,000 20年

02 5,000,000 700,000 5,700,000 30年

固定資産管理

対応イメージ



IFRS導入準備に要する期間と着手タイミングについて

• 2015年3月期より強制適用が開始されると想定する場合、実質的な準備期間は約1年間しかありません。

• 早い段階で自社グループにおけるIFRS導入に要する期間の検討を行われる必要があると考えられます。
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2015年3月期をIFRS強制適用時期と想定した場合

日本基準による開示

IFRSによる財務諸表作成

2013年3月2012年3月2009年4月 2010年3月 2011年3月 2014年3月 2015年3月

強制適用

判断

任意適用

開始
強制適用

開始

準備期間

（約1年）
2012/4 強制適用決定より導入準備開始

準備期間

（約2年）
2011/4より導入準備開始

準備期間

（約3年）
2010/4より導入準備開始

比較年度* 適用初年度*

IFRS開示

*初度適用時には2年分の連結財務諸表
と2013年4月1日時点（2015年3月期開示の場合）
における開始財政状態計算書を作成することが
必要 （IFRS第1号）
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経理以外の他部署においても、様々な経営課題が存在する。これらをIFRSに関連付けていくこ

とにより体系的・効率的な対応が可能となる。そのために「経営課題分析」が必要となる。
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会計基準差異だけではない、様々なレベルのIFRS対応「インパクト」と「経営課題」
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会計基準差異だけではない、様々なレベルのIFRS対応「インパクト」と「経営課題」
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会計基準差異だけではない、様々なレベルのIFRS対応「インパクト」と「経営課題」
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想定されるIFRS対応シナリオと経営課題分析の必要性
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IFRS導入の「段階」と「全社的な経営課題との関連性」を踏まえた対応の必要性
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経営課題分析実施のメリット



IFRS導入において考慮すべき5つのポイント

1
グループ会計基準の策定

（グループ会計方針・決算期の統一）

IFRSの会計基準は原則ベースであるため、導入に際してはグループ

会計基準の策定を通じたグループ会計方針の統一、そして決算期

統一が必要となります。また、会計処理内容に関するより多くの情報

開示が求められます。

2
IFRS報告時点で

2期分の財務諸表が必要

IFRS報告時点において比較データとして2期分の財務諸表
（財政状態計算書は3期分）が必要となるため、 （IFRS第1号）
日本基準とIFRSの財務諸表の両方を作成する期間への対応が
必要となります。（並行開示への対応が必要）

3 複数会計基準への対応が必要

4
現行の業務処理方法・

システムを見直すことが必要

収益認識、固定資産の減価償却など経理部門の組替処理では
対応できない変更項目への対応が必要となるため、経理のみならず、
関連部門における業務処理方法及び、現行システムの改修が
必要となります。（連結システム改修は必須）

5
会計基準変更に伴う

事業計画数値の見直し
会計基準をIFRSへ変更することに伴い、売上・利益計画数値

の見直しが必要となります。

連結開示財務諸表をIFRSへ統一した後も、各国の税務申告及び

法定決算用に現地基準の財務諸表についても継続的に作成する

必要が生じる可能性があります。
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IFRS導入事例からの示唆（IFRS開示目的）

1
グループ経理規程・

実務処理ガイドの策定

IFRSは原理原則主義であるため、導入に際してはグループ経理規程の

策定が不可欠となる。また、円滑な導入を実現するために規程に

加え、実務処理ガイド（初年度導入指示書・事業部別ガイド）を作成する

ことが望ましい。

2
インパクト分析結果に基づく

全体計画の早期策定

3
複数会計基準

対応方針の明確化

4 IFRS導入要員の育成

5
本社関係部門・連結子会社・

監査人との連携体制の整備

コンバージェンスが進められてきたとはいえ、日本基準とIFRSにはまだ
一定の隔たりがあるため、IFRS基準の連結対象会社の把握（導入ス
コープの把握）とインパクト分析を早期に行い、自グループでのIFRS導
入負荷・必要期間を把握した上で、適切な全体計画（導入方針・目標ス
ケジュール）の策定を行う必要がある。

連結開示財務諸表をIFRS基準へ統一した後も、各国の税務申告・法定

決算用に現地基準の財務諸表についても継続的に作成する必要がある。

早い段階で複数会計基準への対応方針（システム対応方針を含む）を

決定する必要がある。

IFRSベースのグループ経理規程導入により本社経理部門による管理強
化が可能となる一方で、経理部門は、IFRSの知識に裏付けられた情報収
集と情報発信が常に要求される。そのため、IFRSベース及びグループ経
理規程に精通し、自社のビジネス展開を理解しているIFRS導入要員の育
成または確保がIFRS導入の鍵を握る。

グループ本社にて策定されるIFRS基準のグループ経理規程のユーザーは
本社経理部門・連結子会社経理担当者である。また、グループ経理規定に
準じて作成された連結財務諸表は監査人による監査を受けることになる。
従って、規程作成に先立ち、本社関係部門・連結子会社・監査人との

連携方法・体制を検討される必要がある。
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IFRS導入目的と導入アプローチ

• IFRS導入事例を調査した結果、IFRS導入企業は導入目的の観点から2つのグループに分かれ、
導入アプローチもおのずと異なったものになっていることが分かりました。

• 特に、強制適用に先行してIFRS導入に着手されている会社の多くが、IFRS導入を会計制度変更に伴い、
義務的に対応するというよりはむしろ、この機会を自社のグループ経理業務課題の解決、及びグループ
経営管理制度インフラ（経理インフラ）の更なる効率化・高度化を実現できる好機と捉えておられます。

IFRSでの開示
（会計制度変更対応）

グループ経理業務
の効率化・高度化

IFRS導入

会計制度変更に伴い、IFRS開示に必要な
施策のみを実施
（前頁までの説明内容）

IFRS導入に伴うグループ会計基準の統一
機会を有効に活用し、自社のグループ経理
業務及びインフラの更なる効率化・高度化を
目指した施策を実施

IFRS導入目的 IFRS導入施策
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グループ経理インフラ改革施策

IFRS導入
（グループ会計基準の統一）

グループ標準システム導入

シェアードサービスセンター構築

目的1: IFRS開示（会計制度変更対応）

目的2: グループ企業・事業部門業績の公正評価実現（共通基準）

目的3: グループ経理業務の標準化推進
目的4: グループ経理部員の負荷軽減

（経理処理自動化・発生源入力の徹底）
目的5: 経営層の意思決定早期化を促す決算早期化の実現
目的6: グループシステム標準化に伴うグループレベル

でのシステム保守・運用費用の低減

目的7: グループ経理部員数の適正化
目的8: 経理プロフェッショナル要員の育成⇒レベルUp

目的9: 内部統制機能の強化・効率化
SSC対象：購買機能、請求・回収機能・人事機能・経理機能

目的（Goal） 目的設定レベル
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IFRS導入を契機とするグループ経理インフラ改革目的と施策例

（グループ会計基準の統一
により容易に）

（グループ会計基準・システム統一
により容易に）

IFRS導入を自社のグループ経理業務課題の解決、及びグループ経営管理制度インフラ（経理インフラ）の
更なる効率化・高度化を実現できる好機ととらえられている会社のIFRS導入目的と施策は以下のとおり
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グループ経理業務効率化・高度化を導入目標とされた背景
- IFRS導入が経理部門に与えるインパクト-

◆ IFRSベースのグループ経理規程

の策定と継続的な見直し

◆ グループ経理規程に基づくグループ

管理会計制度の整備と継続的な

見直し

グループ経理規程の策定と管理

（グループ本社経理部）

開示情報増加への対応
（グループ本社・子会社経理部）

経理部門

負荷増加

◆ グループ経理規程の子会社への

説明と導入支援（グループ本社）

 関連部門との調整

（グループ本社・子会社経理部）

IFRS導入プロジェクトリード

（グループ本社・子会社経理部）

◆ IFRSベースの連結数値作成

（開示目的）

◆ 現地税法・法定決算数値作成

（法令遵守目的）

複数会計基準への対応
（グループ本社・子会社経理部）

• IFRS導入に伴い、経理部門の工数（負荷）はグループレベルで増加することが予想されます。
• また、IFRS開示は連結ベースとなるため、親会社は勿論のこと、連結対象子会社経理メンバーにもIFRS及び、

IFRSベースの経理規程内容を習熟いただく必要があります。こうした事柄を重視した会社はグループ経理業務の
効率化・高度化をIFRS導入目的に加え、必要な対応（グループシステム標準化・SSC構築）を行われています。

◆原則主義のIFRSでは、財務数値

以外の会計処理方針等に関する

より多くの情報開示が求められる
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グループ経理インフラ高度化を目指す先進IFRS導入企業のゴールイメージ
- IFRS導入を契機とするグループレベルにおける経営基盤強化に向けた施策-

統合型経営モデル
（グループ経営基盤の統一・

高度化・効率化）

分散型経営モデル
（分散型グループ経営基盤）

連邦型経営
（複数企業の集合体）

会社別に異なるシステム

会社別に異なる会計基準に基づく

分散されたばらばらなプロセス・手順
グループ統一会計基準に基づく

標準化されたプロセス・手順

未統一
子会社所在国現地基準に基づく会計処理

（在外子会社：18号対応）

One Company経営
（グループ一体経営）

グループ標準システム

（機能・規模別にグルーピング）

グループ経理業務

システムインフラ

グループﾟ

経営

コンセプト

グループ会計基準

IFRS導入前 IFRS導入後

グループ統一会計基準

（IFRS）

組織体制
全ての子会社が経理組織

機能を有する

オペレーション業務は適切な

単位で集約化（SSC化）



IFRS導入インパクト分析の位置付け
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インパクト分析

導入計画策定フェーズ
IFRS導入準備フェーズ IFRS 定着化フェーズ

IFRS開示IFRS移行日 IFRS報告期開始プロジェクト予算確保

（体制拡大）

IFRSによる財務諸表作成

日本基準による開示

IFRS導入フェーズ

IFRS

導入計画

策定

事例

調査

現
状
調
査
・IF

R
S

導
入
イ
ン
パ
ク
ト
分
析

IFRS導入プロジェクトマネジメント（進捗・課題管理、関連部門、子会社、監査人との調整等）

グループ経理規定策定

基準項目別導入方針検討
（実務指針等作成）

業務・システム要件定義
（親会社）

グループ展開準備

教育プログラム作成

グ
ル
ー
プ
展
開

業務要件定義
（子会社）

システム改修
（子会社）

教育プログラム運営

新業務プロセス導入
（親会社）

システム開発・改修
（親会社）

新業務プロセス定着化・J-SOX対応

（親会社）

新システム運営・改善

（親会社）

新業務プロセス定着化・J-SOX対応
（子会社）

新システム運営・改善
（子会社）

運営体制整備

比較年度 当期

初期要員確保

導
入
ア
プ
ロ
ー
チ

インパクト
分析

ツール

IFRS

導入計画
雛型

グループ経理
規定雛型

組替
マニュアル

雛型

個社別計画
雛型

実務指針
雛型

モニタリング
テンプレート

事業部
ガイドライン

雛型

詳細課題
調査シート

雛型

決算期統一
決算早期化

ツール

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

ﾂｰﾙ

:IFRSインパクト分析の活動範囲

IFRS導入インパクト分析はIFRS導入に向けた最初の活動と位置付けられます。



IFRSインパクト分析とIFRS導入計画策定・展開の進め方例
- 過去のトーマツ支援事例より -

IFRSインパクト分析
・

IFRS導入計画草案作成

トップマネジメント向け
IFRS導入計画案作成

（左記経理部草案ベース）

本社関連部門
・

連結子会社への
IFRS導入計画説明と

協力要請

重要関連部門
（経企・情シ等）

経理部門

本社関連部門
（営業・購買部等）

連結子会社

-

○

-

-

○

○

-

-

○

○

○

○

経理役員承認 CEO/役員承認

1ケ月程度

3ケ月程度

: 次ページ以降の説明範囲
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IFRS導入インパクト分析の進め方
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IFRS導入インパクト分析活動

• IFRS導入事例/主要論点

の紹介

• 現状調査/インパクト

分析の進め方確認

• タスク/スケジュール

役割分担確認

• 貴社財務データ作成

インフラ現状調査

（全体項目及び、

個別論点項目に

関する現状調査）

• 貴社にて採用されている

会計方針/業務処理内容

/インフラ状況と

IFRS適用要件との

差異分析

• 現状とIFRS適用要件

差異分析結果に基づく

IFRS導入課題の

明確化

・①全般項目インパクト/

②個別項目インパクト

両面からの対応優先

順位の検討

• IFRS導入課題解決

に向けた対応方針案

の策定

• 対応優先順位検討

結果に基づく対応

スケジュール案の検討

下記項目を提言資料

として取り纏めるための

助言・指導

1.現状調査結果

2. IFRS導入課題と

対応策案

3.IFRS導入ｽｹｼﾞｭｰﾙ案

4. 次フェーズ計画案

1.

Kick-Off  

Meeting

5.

課題対応方針

案の検討

6.

IFRS導入

提言資料

取り纏め

4.

IFRS導入

課題の明確化

2.

現状調査

3.

IFRS適用要件

確認

差異抽出

現状調査 インパクト（課題）明確化・対応方針の取りまとめ



対応が必要と考えられるIFRS導入課題は、「財務数値へのインパクト」と「業務プロセス・システムインパクト」
の両面からのインパクトレベルを見極め、特に、相応の時間と工数を要する可能性が高い項目を
特定し、IFRS適用完了までの期間を検討することが望ましい。（2015年3月までのIFRS導入完了前提）

IFRS導入課題とインパクト分析イメージ
- 対応必要項目に関するインパクトレベル分析-

インパクトレベル分析イメージ

財
務
数
値
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト
レ
ベ
ル

（経
営
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト
）

業務プロセス・システムへのインパクトレベル
（導入完了までの期間・工数・費用インパクト）

大小

大

減価償却減損

収益認識

無形資産
企業結合

退職給付

引当金

決算期統一

複数会計

基準対応

借入費用

資産計上
金融商品

グループ経理

規程策定 開示項目

増加対応

:グループレベル課題項目 :個別レベル課題項目

連結会社

増加
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：情報システム部門の導入タスク：業務実施部門の導入タスク

IFRS導入：業務・ITインパクトレベル分析方法 1/2

-現場担当者にて対応方法検討可能な課題：業務、システム、内部統制制度の見直し方針検討-

IFRSベース

ｸﾞﾙｰﾌﾟ経理規程

・

実務指針策定

会計処理業務

プロセス有り

会計処理業務

プロセス無し

新業務活動定義
（業務ﾏﾆｭｱﾙ

作成＝ｼｽﾃﾑ要件）

新業務プロセス

設計

•組織間役割分担明確化
•使用システム確認

システム機能

新規設計

内部統制CP有無

の確認

システム機能

改修
（ｼｽﾃﾑﾏﾆｭｱﾙ作成）

システム機能

改修要件定義

内部統制CP有無

の確認

内部統制

マニュアル作成

既存

業務プロセス

見直し

既存業務活動

見直し
（業務ﾏﾆｭｱﾙ

見直＝ｼｽﾃﾑ要件）

例：減価償却

例：資産除去債務

システム機能

新規開発
（ｼｽﾃﾑﾏﾆｭｱﾙ作成）

内部統制

マニュアル作成

CP

有

CP

有

IFRS導入活動を一言で定義すると「IFRSに基づくグループ経理規程を策定し、その影響を受ける業務、システム、
内部統制手続を見直し、グループ経理規程に基づく財務データ作成を可能とする活動」と定義することができます。
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IFRS導入：業務・ITインパクトレベル分析方法 2/2 
-IFRS導入課題分析より導き出されるタスク・パターンと改革負荷レベル-

対象会計

業務有無

システム

機能有無

内部統制

要件有無

個別項目IFRS導入インパクト調査
【IFRS規程ベース】

現行業務有

現行業務無
（対応要否検討）

ｷｰｺﾝﾄﾛｰﾙ

無

ｷｰｺﾝﾄﾛｰﾙ

有

IFRS要件

対応機能有

IFRS要件

対応機能無

ｷｰｺﾝﾄﾛｰﾙ

無

ｷｰｺﾝﾄﾛｰﾙ

有

IFRS要件

対応機能無

ｷｰｺﾝﾄﾛｰﾙ

無

ｷｰｺﾝﾄﾛｰﾙ

有

新業務手順

設計

既存

システム

設定変更

新業務手順

設計

既存

システム

設定変更

内部統制

手続見直し

新業務手順

設計

システム

新機能設計

開発

新業務手順

設計

システム

新機能設計

開発

内部統制

手続見直し

新業務手順

設計

システム

新機能設計

開発

新業務

プロセス

設計

新業務手順

設計

システム

新機能設計

開発

内部統制

手続見直し

新業務

プロセス

設計

Level 1

【工数・期間・

費用：小】

Level 3

【工数・期間・

費用：中】

Level 5

【工数・期間・

費用：大】

IFRS導入タスク

業務・IT

改革レベル

【導入インパクト】

IFRS強制適用（アドプション）時に対応すべき規程項目は相当の数となること予想されるため、まずはハイレベルな
IFRS導入課題分析を行い、インパクトレベルの把握と対応優先順位の検討が必要と考えられます。

Level 2

【工数・期間・

費用：小】

Level 4

【工数・期間・

費用：中】

Level 6

【工数・期間・

費用：大】
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IFRS導入に向けたグループレベル課題抽出・対応方針検討と計画案の作成

グループレベルの課題抽出と対応方針の検討及び、グループレベル計画案の策定は、グループレベル課題

調査表回答内容とディスカッション資料を用い、ワークショップ形式で検討を行います。
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IFRS導入グループ計画案項目例 内容

3

4

2

IFRS規定範囲案

IFRS導入に向けた

グループレベル

マスタースケジュール

案

IFRSベースの

連結範囲案

1
貴社グループとしての

IFRS導入目的案

現状ヒヤリング及び、ワークショップ結果をベースに検討させていただく

貴社グループとしてのIFRS導入目的案

IFRS導入グループレベル計画作成成果物イメージ 1/2

現状ヒヤリング及び、ワークショップ結果をベースに検討させていただく

IFRS導入時の連結子会社一覧

※期ずれ会社が含まれる場合は、決算期統一の対象となる

連結子会社についても明示予定

現状ヒヤリング及び、ワークショップ結果をベースに検討させていただく

IFRS導入対応が必要なIFRS規定一覧及び、会計処理業務一覧

※IFRS ツールr使用

現状ヒヤリング及び、ワークショップ結果をベースに検討させていただく

IFRS導入にむけたグループレベルマスタースケジュール案

※IFRS 開示日（報告日）、移行日などのマイルストーン時期案

※IFRS導入にむけた主要タスク実施時期案を明示

成果物イメージ



79

IFRS導入グループ計画案項目例 内容

7

6

IFRS導入

グループレベル

プロジェクト体制図案

IFRS導入

（グループ会計期間

統一）に向けた

グループレベル

タスク一覧表

5

IFRS導入

（グループ会計方針

統一）に向けた

グループレベル

タスク一覧表

IFRS導入に向けたグループレベル計画作成成果物イメージ 2/2

現状ヒヤリング及び、ワークショップ結果をベースに検討させていただく

貴社グループとしてのIFRS導入（グループ会計方針統一）にむけた

グループレベルタスク案

現状ヒヤリング及び、ワークショップ結果をベースに検討させていただく

貴社グループとしてのIFRS導入（グループ会計期間統一）にむけた

グループレベルタスク案

現状ヒヤリング及び、ワークショップ結果をベースに検討させていただく

貴社グループとしてのIFRS導入計画運営体制図案

成果物イメージ



IFRS導入グループレベル計画作成成果物イメージ 1/3【詳細】

成果物イメージ
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IFRS導入グループレベル計画作成成果物イメージ 2/3【詳細】

成果物イメージ

81



IFRS導入グループレベル計画作成成果物イメージ 3/3【詳細】

成果物イメージ
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IFRS導入に向けた個社レベル課題抽出と対応方針検討・計画案の作成

個社レベル（親会社）の課題抽出と対応方針の検討及び、個社レベル計画案の策定は、個別課題

調査表への回答ヒヤリングを通じて検討を行います。
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IFRS導入業務・システムインパクト分析結果イメージ 1/2【詳細】

成果物イメージ
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成果物イメージ
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IFRS導入業務・システムインパクト分析結果イメージ 2/2【詳細】



IFRS導入個社別スケジュール策定単位

個社単位でIFRS導入を効率的に進めるためには、まず、IFRS規定を基準としてIFRS導入活動単位となる
「会計処理項目」を特定した上で、同会計処理業務を担当する部門、導入方針（業務、システム見直し方針）を
決定し、対応スケジュールを作成する必要があります。

1 物品販売による収益（通常販売）（国内）

2 物品販売による収益（通常販売）（輸出）

3 役務提供による収益（通常の役務提供）

4 役務提供による収益（工事取引）

5 売上割戻（リベート）

1 資産除去債務

2 減価償却

3 修繕費

4 大規模検査費用

5 借入費用

1 原価

2 長期滞留品、膠着品

3 有償及び無償支給

4 評価法

棚卸資産

収益認識

有形固定資産

会計処理業務
財務諸表上の数値を作成するための原始データ入手から元帳作成までの一連の活動単位

*実務面よりIFRS導入方針検討単位（コンポーネントアカウンティング、定額法）などを個別・段階的に導入することは

不可能であることから会計業務処理単位（減価償却など）の単位でスケジュール設定することが必要

会計処理項目
（計画（スケジュール）作成単位）

財政状態計算書

包括利益計算書

減価償却累計額

¥ xxx,xxx

減価償却費

¥ xxx,xxx

会計業務処理プロセス
（原始データ入手から元帳作成まで）

開示データ
（ﾌﾟﾛｾｽｱｳﾄﾌﾟｯﾄ）

規定

導入

方針
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IFRS導入個社別導入範囲の検討 【会計処理業務・IFRS規定範囲】

01_収益 04_リース 08_その他負債 14_法人所得税

1 通常の物品販売による収益の認識（国内） 31 リースの分類 59 長期金銭債務の測定 84 繰延資産に回収可能性の処理（判断基準）

2 通常の物品販売による収益の認識（輸出） 32 契約にリースが含まれるか否かの判断 9_売上債権 85 繰延税金資産・負債の分類（表示）

3
条件付き販売による収益の認識（据付け、返品権、

委託販売等）
33

法的形態はリースであるものを含む取引の

実体の評価
60 相殺処理 86 繰延税金資産及び負債の測定

4 通常の役務提供による収益の認識 34 借手の会計処理－ファイナンス・リース 61 割引手形・裏書手形の処理 87 再評価された非償却資産に係る税効果

5 工事取引による収益の認識 35 借手の会計処理－オペレーティング・リース 62 ファクタリング 15_退職後給付

6 受取利息の処理 36 貸手の会計処理－ファイナンス・リース 63 債権の減損処理（貸倒引当金） 88 給付建負債（退職給付引当金）の計上

7 受取ロイヤリティの処理 37
セール・アンド・リースバック取引－

オペレーティングリース
10_有価証券・投資有価証券 89

共通支配下にある複数企業の間でリスクを

分担する給付建制度の費用計上

8 受取配当金の処理 05_無形資産 64 当初測定（B/Sへの当初計上額） 90
退職後給付に関する保険数理差損益の

償却

9 政府補助金の処理 38
研究開発費の資産計上

（自社制作ソフトウェア含む）
65 期末再評価（再測定） 91

過去勤務費用（過去勤務債務）の認識及び

償却方法

10 カスタマーロイヤイルティプログラム 39 企業結合で取得した無形資産の資産計上 66 非上場株式の評価方法 92
給付建資産の制限、最低積立要件に関す

る負債・費用計上

11 交換取引 40 のれんの償却 67 減損①　満期保有目的投資の減損処理 93 年金資産の資産計上限度の算定

12 売上割戻（リベート）の計上 41 のれんの減損処理 68
減損②　売却可能金融資産（その他有価証

券）の減損処理
94

移行時負債（会計制度移行時差異）の

償却方法

13 売上割引の計上 42
無形資産の認識後の測定

（原価モデル　ｖｓ　再評価モデル）
69

減損③　取得価格で計上されている金融資

産の減損処理
95 縮小及び清算による損益の計算・計上

14 収益の総額表示、純額表示 43
無形資産の減価償却①

（有限の耐用年数を有するもの）
11_デリバティブ・ヘッジ会計 96

掛金建制度がある場合の掛金の費用認

識、資産・負債の計上

15 測定 - 回収期限が長期にわたるもの 44
無形資産の減価償却②

（耐用年数が確定できないもの）
70 デリバティブの認識（定義） 97 小規模会社の簡便法による会計処理

16 複数要素取引 45 無形資産の減損処理 71 組込デリバティブの分離処理 16_従業員給付（退職後給付を除く）

02_棚卸資産 46 無形資産-自社制作のウェブサイト費用の計上 72
組込デリバティブの再査定（組込

デリバティブの分離処理の決定時点）
98 有給休暇の引当計上

17 カタログ等の費用処理 06_その他資産 73 ヘッジ会計①　ヘッジの会計処理 99
長期従業員給付に関わる引当及び

費用計上

18 固定製造間接費配付差異の処理 47 長期金銭債権の測定 74 ヘッジ会計②　為替予約の振当処理 100 解雇給付の認識及び測定

19 棚卸資産の評価方法 48 投資不動産の定義・範囲 75 ヘッジ会計③　金利スワップの特例 101
株式報酬の権利不行使により失効した

場合の処理

20 評価減の戻入 49
認識後の測定モデル

（公正価値モデルと原価モデル）
76

ヘッジ会計④　金利リスクのポートフォリオ

ヘッジ
102

現金決済型の株式報酬取引の認識及び

費用計上

03_有形固定資産 50 投資不動産の公正価値 12_仕入債権 103
選択型の株式報酬取引の認識及び

費用計上

21 尐額資産の処理 51 公正価値が信頼性をもって算定不可能な場合 77 仕入割引 17_資本取引

22 主要交換部品・予備部品の処理 52 測定モデルの変更 13_借入金・社債 104 株式交付費の処理

23 取替・修繕費用の処理 53
オペレーティングリースの下で保有する不動産

賃借権
78 借入費用の資産化 18_外貨建取引

24 大規模検査費用の処理 07_引当金・偶発資産・偶発債務 79 資産化適格借入費用の算定 105 機能通貨による記帳

25 資産除去債務の処理 54 引当金（一般） 80
借入金・社債の当初測定と当初認識後の測

定
106

換算差額の処理（在外支店の財務諸表項

目の換算）

26 交換取引 55 引当金（個別）：不利な契約 81 転換社債型新株引受権付社債の処理 107 当初認識後の換算（外貨建自社発行社債）

27 政府補助金の処理 56
特定市場への参加から生じる負債 - 電気・

電子機器廃棄物
82 新株引受権（ワラント）付社債の処理

28 認識後の測定（原価モデルVS再評価モデル） 57 引当金（個別）：リストラ引当金 83 金融負債（社債等）の認識の中止

29
減価償却計算（コンポーネントアカウント、償却方法、

耐用年数、残存価格、償却開始時期等）
58 偶発資産

30 有形固定資産の減損処理
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• トーマツにてIFRS規定項目をベースにした導入方針検討論点項目を会計処理単位に集約した結果、
会計処理項目は107より構成されることがわかりました。

• これら107の会計処理業務について、I調査表への回答結果を基に、IFRS導入範囲を検討しました。



IFRS導入完了時期の考え方 【Moving Target への対応方法】

・IFRS導入スケジュールの策定は一般的に「Moving Target」に対応することと表現されます。
これは下記の図の通り、IFRS制定主体であるIASBが今後、IFRS規定の改訂を予定していること、そして、
日本でもコンバージェンスに向けた取り組みが進んでいることがその背景にあります。

・全てのIFRS規定の改訂完了を待って、IFRS導入に取り組むことは現実的ではないため、コンバージェンス予定、
IFRS改訂予定を考慮したIFRS導入スケジュールを作成し、着実にその導入を進める必要があります。
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会計処理単位別のIFRS導入スケジュール策定方法案

Y ZX

X: 導入着手時期 Z : 導入完了時期Y : 導入期間

会計処理別

スケジュール

構成項目

会計処理別

スケジュール

策定方程式

Z – Y = X 
（Z:導入完了時期 － Y:導入期間 ＝ X: 導入着手時期）

要対応会計処理単位にて①導入着手時期、②導入期間、③導入完了時期を特定すればスケジュール策定は可能

導入期間

試算方法
（ﾀｽｸﾊﾟﾀｰﾝ特定

と所要期間試算）

グループ
規定策定

実務指針
作成

新業務手順
策定

システム機能
見直し

内部統制
手続き見直し

Y ：導入着手から完了までのタスク特定と所要期間（想定）にて試算可能

15日
（半月）

15日
（半月）

15日
（半月）

30日
（1ヶ月）

15日
（半月）

タスク数：5

所要期間：90日
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会計処理項目の特性検討（導入優先順位の検討基礎情報）

会計処理項目

の特性

識別された会計処理項目について導入着手時期を決定（優先順位決定）するために

調査が必要となる会計処理項目に含まれる規定もしは会計処理業務見直しに

関する特性情報

高

優
先
度

低

ｺﾝﾊﾞｰｼﾞｪﾝｽ項目
日本基準の枠内

で導入可

ｺﾝﾊﾞｰｼﾞｪﾝｽ

対象項目

（時期早い）

ｺﾝﾊﾞｰｼﾞｪﾝｽ

対象

（時期遅い）

非ｺﾝﾊﾞｰｼﾞｪﾝｽ

項目

日本基準の

中で先行適用

可能

上記以外

IFRS改定予定

改定の予定なし

または改定確定

改定の可能性有

または不確定

（確定後に導入）

業務/IT関連

導入タスク期間 Y

対応タスク多い

（長期間）

対応タスク小

（短期）

IFRS Explorer

にてｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ：Y
トーマツにて事前調査済項目 Z検討項目

会計処理単位で導入スケジュールを策定するには優先順位（Z:導入完了時期）の検討が必要。
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IFRS導入個別社レベル計画成果物イメージ

Date

PIC

Version

質問1 質問2 質問3 質問4 質問5

会計処理の有無 会計処理内容 今後の対応必要性
システムの

対応可否
処理部門

研究

開発
購買

生産

管理
製造 物流 営業 人事

情報

ｼｽﾃﾑ

財務

経理

No No No
ｼｽﾃﾑ改修の必要あ

り

説明 回答文章

Yes Yes Yes
ﾄﾞﾛｯﾌﾟﾀﾞﾝから選択

してください

説明 回答文章

Yes No
ﾄﾞﾛｯﾌﾟﾀﾞｳﾝから選択して

ください

ﾄﾞﾛｯﾌﾟﾀﾞﾝから選択

してください

具体的な説明 回答文章

Yes No
ﾄﾞﾛｯﾌﾟﾀﾞｳﾝから選択して

ください

ﾄﾞﾛｯﾌﾟﾀﾞﾝから選択

してください

具体的な説明 具体的な説明 具体的な説明 回答文章

Yes No
ﾄﾞﾛｯﾌﾟﾀﾞｳﾝから選択して

ください

ﾄﾞﾛｯﾌﾟﾀﾞﾝから選択

してください

具体的な説明 具体的な説明 具体的な説明 回答文章

無形資産に該当する資

産は計上されています

か？　もしくは過去に計

上されていましたか？

Yesの場合、どういった

無形資産が計上されて

いるか簡単に教えて下さ

い。

無形資産の減損について、IFRS

に従い各報告日現在で耐用年

数が確定している無形資産につ

いて、減損の兆候があるか否か

の評価を行う、または耐用年数

を確定できない無形資産又は未

だ使用可能ではない無形資産に

ついては、毎期減損テストを実

施し、必要に応じて減損を行って

いますか？

Yes, Noに関わらず、現行の会

計処理の方法を簡単に説明して

下さい。

今後無形資産に該当する資産

が計上される予定はあります

か？

Yesの場合、具体的に説明してく

ださい。

IFRSに従った処

理を行う場合、現

行のシステムで

機能上対応する

ことは可能です

か？

対象となるシステ

ムの名称を回答

欄に記載下さい。

業務処理に該当する部

門に○をつけてくださ

い。

(5) 無形資産の減損処理 IAS36.9-

12

企業は、各報告日現在で、資産が減損している可能性を示す兆

候があるか否かを評価しなければならない。兆候がある場合は、

当該資産の回収可能価額を見積もらなければならない。

また、減損の兆候に関わらず、企業は各年次において、耐用年

数を確定できない無形資産又は未だ使用可能ではない無形資

産について、帳簿価額と回収可能価額とを比較することにより、

減損テストを実施しなければならない。

経営環境の著しい悪化、市場価格の著

しい下落など減損の兆候(資産又は資産

グループに減損が生じている可能性を示

す事象)がある場合には、当該資産又は

資産グループについて、減損損失を認識

するかどうかの判定を行う。

（会計）日本基準と異なり、

IFRSでは耐用年数を確定でき

ない無形資産又は未だ使用可

能ではない無形資産につい

て、減損の兆候の有無に関わ

らず毎期減損テストを実施す

る必要があり、減損テストを

行っていない場合は、減損テ

ストの方法とタイミングを検討

する必要がある。

（システム）システムへの影響

はないと思われる。　システム

上IFRS導入に向けた対応が必

要な場合は質問4の「システム

の対応可否」にて回答下さい。

現在、過去に無形資産を保有し

ていなくても、将来無形資産を計

上する予定はありますか？

Yesの場合、どういった無形資産

が計上される予定か簡単に教え

て下さい。

IFRSに従った処

理を行う場合、現

行のシステムで

機能上対応する

ことは可能です

か？

対象となるシステ

ムの名称を回答

欄に記載下さい。

業務処理に該当する部

門に○をつけてくださ

い。

(4) 無形資産の減価償却 IAS38.88,

97, 111

有限の耐用年数を有する無形資産の取得価格（残存価格は通

常ゼロとなる）は、当該資産の耐用年数にわたり償却される。

規則的に償却する。

法人税法において規程された期間にわ

たり、定額法により償却するのが一般

的。

（会計）税法上の耐用年数を用

いている場合には、IFRSの規

程に基づく耐用年数と乖離が

ないかどうか再度検討し、必要

に応じて修正する。

（システム）システムへの影響

はないと思われる。　システム

上IFRS導入に向けた対応が必

要な場合は質問4の「システム

の対応可否」にて回答下さい。

無形資産に該当する資

産は計上されています

か？　もしくは過去に計

上されていましたか？

Yesの場合、どういった

無形資産が計上されて

いるか簡単に教えて下さ

い。

無形資産の償却についてIFRSと

同様の会計処理（有限の耐用年

数を有する無形資産は、税法上

の耐用年数ではなく、当該資産

の耐用年数にわたり償却を行う）

方法で行っていますか？

Yes, Noに関わらず、現行の会

計処理の方法を簡単に説明して

下さい。

のれんは現在計上され

ていますか？　もしくは、

過去に計上されていまし

たか？

のれんの減損についてIFRSと同

様の会計処理（毎期減損テスト

を行い必要に応じ減損を行う）方

法で行っていますか？

Yes, Noに関わらず、現行の会

計処理の方法を簡単に説明して

下さい。

今後の企業結合などによりのれ

んを計上する予定はあります

か？

IFRSに従った処

理を行う場合、現

行のシステムで

機能上対応する

ことは可能です

か？

対象となるシステ

ムの名称を回答

欄に記載下さい。

業務処理に該当する部

門に○をつけてくださ

い。

(3) のれんの減損 IFRS3.51,

55

のれんは資産に計上し、償却せず、毎期減損テストを実施して

必要に応じて減損を行うことが必要。

経営環境の著しい悪化、市場価格の著

しい下落など減損の兆候(資産又は資産

グループに減損が生じている可能性を示

す事象)がある場合には、当該資産又は

資産グループについて、減損損失を認識

するかどうかの判定を行う。

（会計）日本基準と異なり、

IFRSでは減損の兆候の有無に

関わらず毎期減損テストを実

施する必要があり、減損テスト

を毎期行っていない場合は、

減損テストの方法とタイミング

を検討する必要がある。

（システム）システムへの影響

はないと思われる。　システム

上IFRS導入に向けた対応が必

要な場合は質問4の「システム

の対応可否」にて回答下さい。

今後の企業結合などによりのれ

んを計上する予定はあります

か？

IFRSに従った処

理を行う場合、現

行のシステムで

機能上対応する

ことは可能です

か？

対象となるシステ

ムの名称を回答

欄に記載下さい。

業務処理に該当する部

門に○をつけてくださ

い。

(2) のれんの償却 IFRS3.51,

55

企業結合で取得したのれんは償却してなならない。 のれんは、20年以内に規則的に利益へ

振替。

（会計）IFRSに従いのれんの償

却を行わない。

（システム）システムへの影響

はないと思われる。　システム

上IFRS導入に向けた対応が必

要な場合は質問4の「システム

の対応可否」にて回答下さい。 のれんは現在計上され

ていますか？　もしくは、

過去に計上されていまし

たか？

のれんはIFRSと同様の会計処

理（償却を行わない）方法で行っ

ていますか？

Yes, Noに関わらず、現行の会

計処理の方法を簡単に説明して

下さい。

○

研究開発を行っていま

すか？

開発費はIFRSと同様の会計処

理（資産計上）を行っています

か？

Yes, Noに関わらず、現行の会

計処理の方法を簡単に説明して

下さい。

今後の研究開発に関わる業務を

行う予定はありますか？

IFRSに従った処

理を行う場合、現

行のシステムで

機能上対応する

ことは可能です

か？

対象となるシステ

ムの名称を回答

欄に記載下さい。

業務処理に該当する部

門に○をつけてくださ

い。

○

(1) 研究開発費の資産計上

部門

Enterprise:○○

Project: インパクト分析調

Sheet title:IFRSクイックアセスメントシート

テーマ (i) IFRSでの取扱い (ii) 日本基準

IAS38.54,

57

研究（又は内部プロジェクトの研究局面）から生じた無形固定資

産を認識してはならない。研究に関する支出は、発生時に費用と

して認識しなければならない。

開発（又は内部プロジェクトの開発局面）から生じた無形資産

は、次のすべてを立証できる場合に限り、認識しなければならな

い。

(a) 使用又は売却できるように無形資産を完成させることの、技

術上の実行可能性；

(b) 無形資産を完成させ、さらにそれを使用又は売却するという

企業の意図；

(c) 無形資産を使用又は売却できる能力

(d) 無形資産が可能性の高い将来の経済的便益を創出する方

法。

(e) 無形資産の開発を完成させ、さらにそれを使用又は売却する

ため必要となる、適切な技術上、財務上及びその他の資源の利

用可能性；及び

(f) 開発期間中の無形資産に起因する支出を、信頼性をもって

「研究開発費等に係る会計基準」に従

い、研究開発活動は発生時にすべて費

用処理される。

市場販売目的・社内利用ソフトウェアに

ついては、研究開発費に該当しないもの

が資産計上される。

（会計）IFRSでの開発活動に該

当するものがある場合、（a）～

（f）の要件を満たすものがある

かを検討する。

特に、要件(d)を客観的に満た

すものがあるか、満たすタイミ

ングはいつかを検討し、資産計

上を行う。

（システム）システムへの影響

はないと思われる。　システム

上IFRS導入に向けた対応が必

要な場合は質問4の「システム

の対応可否」にて回答下さい。

IFRS導入のための

対応方法案

（会計・システム）

回答 回答 回答 回答

Date

PIC

Version

質問1 質問2 質問3 質問4 質問5

会計処理の有無 会計処理内容 今後の対応必要性
システムの

対応可否
処理部門

研究

開発
購買

生産

管理
製造 物流 営業 人事

情報

ｼｽﾃﾑ

財務

経理

No No No
ｼｽﾃﾑ改修の必要あ

り

説明 回答文章

Yes Yes Yes
ﾄﾞﾛｯﾌﾟﾀﾞﾝから選択

してください

説明 回答文章

Yes No
ﾄﾞﾛｯﾌﾟﾀﾞｳﾝから選択して

ください

ﾄﾞﾛｯﾌﾟﾀﾞﾝから選択

してください

具体的な説明 回答文章

Yes No
ﾄﾞﾛｯﾌﾟﾀﾞｳﾝから選択して

ください

ﾄﾞﾛｯﾌﾟﾀﾞﾝから選択

してください

具体的な説明 具体的な説明 具体的な説明 回答文章

Yes No
ﾄﾞﾛｯﾌﾟﾀﾞｳﾝから選択して

ください

ﾄﾞﾛｯﾌﾟﾀﾞﾝから選択

してください

具体的な説明 具体的な説明 具体的な説明 回答文章

無形資産に該当する資

産は計上されています

か？　もしくは過去に計

上されていましたか？

Yesの場合、どういった

無形資産が計上されて

いるか簡単に教えて下さ

い。

無形資産の減損について、IFRS

に従い各報告日現在で耐用年

数が確定している無形資産につ

いて、減損の兆候があるか否か

の評価を行う、または耐用年数

を確定できない無形資産又は未

だ使用可能ではない無形資産に

ついては、毎期減損テストを実

施し、必要に応じて減損を行って

いますか？

Yes, Noに関わらず、現行の会

計処理の方法を簡単に説明して

下さい。

今後無形資産に該当する資産

が計上される予定はあります

か？

Yesの場合、具体的に説明してく

ださい。

IFRSに従った処

理を行う場合、現

行のシステムで

機能上対応する

ことは可能です

か？

対象となるシステ

ムの名称を回答

欄に記載下さい。

業務処理に該当する部

門に○をつけてくださ

い。

(5) 無形資産の減損処理 IAS36.9-

12

企業は、各報告日現在で、資産が減損している可能性を示す兆

候があるか否かを評価しなければならない。兆候がある場合は、

当該資産の回収可能価額を見積もらなければならない。

また、減損の兆候に関わらず、企業は各年次において、耐用年

数を確定できない無形資産又は未だ使用可能ではない無形資

産について、帳簿価額と回収可能価額とを比較することにより、

減損テストを実施しなければならない。

経営環境の著しい悪化、市場価格の著

しい下落など減損の兆候(資産又は資産

グループに減損が生じている可能性を示

す事象)がある場合には、当該資産又は

資産グループについて、減損損失を認識

するかどうかの判定を行う。

（会計）日本基準と異なり、

IFRSでは耐用年数を確定でき

ない無形資産又は未だ使用可

能ではない無形資産につい

て、減損の兆候の有無に関わ

らず毎期減損テストを実施す

る必要があり、減損テストを

行っていない場合は、減損テ

ストの方法とタイミングを検討

する必要がある。

（システム）システムへの影響

はないと思われる。　システム

上IFRS導入に向けた対応が必

要な場合は質問4の「システム

の対応可否」にて回答下さい。

現在、過去に無形資産を保有し

ていなくても、将来無形資産を計

上する予定はありますか？

Yesの場合、どういった無形資産

が計上される予定か簡単に教え

て下さい。

IFRSに従った処

理を行う場合、現

行のシステムで

機能上対応する

ことは可能です

か？

対象となるシステ

ムの名称を回答

欄に記載下さい。

業務処理に該当する部

門に○をつけてくださ

い。

(4) 無形資産の減価償却 IAS38.88,

97, 111

有限の耐用年数を有する無形資産の取得価格（残存価格は通

常ゼロとなる）は、当該資産の耐用年数にわたり償却される。

規則的に償却する。

法人税法において規程された期間にわ

たり、定額法により償却するのが一般

的。

（会計）税法上の耐用年数を用

いている場合には、IFRSの規

程に基づく耐用年数と乖離が

ないかどうか再度検討し、必要

に応じて修正する。

（システム）システムへの影響

はないと思われる。　システム

上IFRS導入に向けた対応が必

要な場合は質問4の「システム

の対応可否」にて回答下さい。

無形資産に該当する資

産は計上されています

か？　もしくは過去に計

上されていましたか？

Yesの場合、どういった

無形資産が計上されて

いるか簡単に教えて下さ

い。

無形資産の償却についてIFRSと

同様の会計処理（有限の耐用年

数を有する無形資産は、税法上

の耐用年数ではなく、当該資産

の耐用年数にわたり償却を行う）

方法で行っていますか？

Yes, Noに関わらず、現行の会

計処理の方法を簡単に説明して

下さい。

のれんは現在計上され

ていますか？　もしくは、

過去に計上されていまし

たか？

のれんの減損についてIFRSと同

様の会計処理（毎期減損テスト

を行い必要に応じ減損を行う）方

法で行っていますか？

Yes, Noに関わらず、現行の会

計処理の方法を簡単に説明して

下さい。

今後の企業結合などによりのれ

んを計上する予定はあります

か？

IFRSに従った処

理を行う場合、現

行のシステムで

機能上対応する

ことは可能です

か？

対象となるシステ

ムの名称を回答

欄に記載下さい。

業務処理に該当する部

門に○をつけてくださ

い。

(3) のれんの減損 IFRS3.51,

55

のれんは資産に計上し、償却せず、毎期減損テストを実施して

必要に応じて減損を行うことが必要。

経営環境の著しい悪化、市場価格の著

しい下落など減損の兆候(資産又は資産

グループに減損が生じている可能性を示

す事象)がある場合には、当該資産又は

資産グループについて、減損損失を認識

するかどうかの判定を行う。

（会計）日本基準と異なり、

IFRSでは減損の兆候の有無に

関わらず毎期減損テストを実

施する必要があり、減損テスト

を毎期行っていない場合は、

減損テストの方法とタイミング

を検討する必要がある。

（システム）システムへの影響

はないと思われる。　システム

上IFRS導入に向けた対応が必

要な場合は質問4の「システム

の対応可否」にて回答下さい。

今後の企業結合などによりのれ

んを計上する予定はあります

か？

IFRSに従った処

理を行う場合、現

行のシステムで

機能上対応する

ことは可能です

か？

対象となるシステ

ムの名称を回答

欄に記載下さい。

業務処理に該当する部

門に○をつけてくださ

い。

(2) のれんの償却 IFRS3.51,

55

企業結合で取得したのれんは償却してなならない。 のれんは、20年以内に規則的に利益へ

振替。

（会計）IFRSに従いのれんの償

却を行わない。

（システム）システムへの影響

はないと思われる。　システム

上IFRS導入に向けた対応が必

要な場合は質問4の「システム

の対応可否」にて回答下さい。 のれんは現在計上され

ていますか？　もしくは、

過去に計上されていまし

たか？

のれんはIFRSと同様の会計処

理（償却を行わない）方法で行っ

ていますか？

Yes, Noに関わらず、現行の会

計処理の方法を簡単に説明して

下さい。

○

研究開発を行っていま

すか？

開発費はIFRSと同様の会計処

理（資産計上）を行っています

か？

Yes, Noに関わらず、現行の会

計処理の方法を簡単に説明して

下さい。

今後の研究開発に関わる業務を

行う予定はありますか？

IFRSに従った処

理を行う場合、現

行のシステムで

機能上対応する

ことは可能です

か？

対象となるシステ

ムの名称を回答

欄に記載下さい。

業務処理に該当する部

門に○をつけてくださ

い。

○

(1) 研究開発費の資産計上

部門

Enterprise:○○

Project: インパクト分析調

Sheet title:IFRSクイックアセスメントシート

テーマ (i) IFRSでの取扱い (ii) 日本基準

IAS38.54,

57

研究（又は内部プロジェクトの研究局面）から生じた無形固定資

産を認識してはならない。研究に関する支出は、発生時に費用と

して認識しなければならない。

開発（又は内部プロジェクトの開発局面）から生じた無形資産

は、次のすべてを立証できる場合に限り、認識しなければならな

い。

(a) 使用又は売却できるように無形資産を完成させることの、技

術上の実行可能性；

(b) 無形資産を完成させ、さらにそれを使用又は売却するという

企業の意図；

(c) 無形資産を使用又は売却できる能力

(d) 無形資産が可能性の高い将来の経済的便益を創出する方

法。

(e) 無形資産の開発を完成させ、さらにそれを使用又は売却する

ため必要となる、適切な技術上、財務上及びその他の資源の利

用可能性；及び

(f) 開発期間中の無形資産に起因する支出を、信頼性をもって

「研究開発費等に係る会計基準」に従

い、研究開発活動は発生時にすべて費

用処理される。

市場販売目的・社内利用ソフトウェアに

ついては、研究開発費に該当しないもの

が資産計上される。

（会計）IFRSでの開発活動に該

当するものがある場合、（a）～

（f）の要件を満たすものがある

かを検討する。

特に、要件(d)を客観的に満た

すものがあるか、満たすタイミ

ングはいつかを検討し、資産計

上を行う。

（システム）システムへの影響

はないと思われる。　システム

上IFRS導入に向けた対応が必

要な場合は質問4の「システム

の対応可否」にて回答下さい。

IFRS導入のための

対応方法案

（会計・システム）

回答 回答 回答 回答

Date

PIC

Version

質問1 質問2 質問3 質問4 質問5

会計処理の有無 会計処理内容 今後の対応必要性
システムの

対応可否
処理部門

研究

開発
購買

生産

管理
製造 物流 営業 人事

情報

ｼｽﾃﾑ

財務

経理

No No No
ｼｽﾃﾑ改修の必要あ

り

説明 回答文章

Yes Yes Yes
ﾄﾞﾛｯﾌﾟﾀﾞﾝから選択

してください

説明 回答文章

Yes No
ﾄﾞﾛｯﾌﾟﾀﾞｳﾝから選択して

ください

ﾄﾞﾛｯﾌﾟﾀﾞﾝから選択

してください

具体的な説明 回答文章

Yes No
ﾄﾞﾛｯﾌﾟﾀﾞｳﾝから選択して

ください

ﾄﾞﾛｯﾌﾟﾀﾞﾝから選択

してください

具体的な説明 具体的な説明 具体的な説明 回答文章

Yes No
ﾄﾞﾛｯﾌﾟﾀﾞｳﾝから選択して

ください

ﾄﾞﾛｯﾌﾟﾀﾞﾝから選択

してください

具体的な説明 具体的な説明 具体的な説明 回答文章

無形資産に該当する資

産は計上されています

か？　もしくは過去に計

上されていましたか？

Yesの場合、どういった

無形資産が計上されて

いるか簡単に教えて下さ

い。

無形資産の減損について、IFRS

に従い各報告日現在で耐用年

数が確定している無形資産につ

いて、減損の兆候があるか否か

の評価を行う、または耐用年数

を確定できない無形資産又は未

だ使用可能ではない無形資産に

ついては、毎期減損テストを実

施し、必要に応じて減損を行って

いますか？

Yes, Noに関わらず、現行の会

計処理の方法を簡単に説明して

下さい。

今後無形資産に該当する資産

が計上される予定はあります

か？

Yesの場合、具体的に説明してく

ださい。

IFRSに従った処

理を行う場合、現

行のシステムで

機能上対応する

ことは可能です

か？

対象となるシステ

ムの名称を回答

欄に記載下さい。

業務処理に該当する部

門に○をつけてくださ

い。

(5) 無形資産の減損処理 IAS36.9-

12

企業は、各報告日現在で、資産が減損している可能性を示す兆

候があるか否かを評価しなければならない。兆候がある場合は、

当該資産の回収可能価額を見積もらなければならない。

また、減損の兆候に関わらず、企業は各年次において、耐用年

数を確定できない無形資産又は未だ使用可能ではない無形資

産について、帳簿価額と回収可能価額とを比較することにより、

減損テストを実施しなければならない。

経営環境の著しい悪化、市場価格の著

しい下落など減損の兆候(資産又は資産

グループに減損が生じている可能性を示

す事象)がある場合には、当該資産又は

資産グループについて、減損損失を認識

するかどうかの判定を行う。

（会計）日本基準と異なり、

IFRSでは耐用年数を確定でき

ない無形資産又は未だ使用可

能ではない無形資産につい

て、減損の兆候の有無に関わ

らず毎期減損テストを実施す

る必要があり、減損テストを

行っていない場合は、減損テ

ストの方法とタイミングを検討

する必要がある。

（システム）システムへの影響

はないと思われる。　システム

上IFRS導入に向けた対応が必

要な場合は質問4の「システム

の対応可否」にて回答下さい。

現在、過去に無形資産を保有し

ていなくても、将来無形資産を計

上する予定はありますか？

Yesの場合、どういった無形資産

が計上される予定か簡単に教え

て下さい。

IFRSに従った処

理を行う場合、現

行のシステムで

機能上対応する

ことは可能です

か？

対象となるシステ

ムの名称を回答

欄に記載下さい。

業務処理に該当する部

門に○をつけてくださ

い。

(4) 無形資産の減価償却 IAS38.88,

97, 111

有限の耐用年数を有する無形資産の取得価格（残存価格は通

常ゼロとなる）は、当該資産の耐用年数にわたり償却される。

規則的に償却する。

法人税法において規程された期間にわ

たり、定額法により償却するのが一般

的。

（会計）税法上の耐用年数を用

いている場合には、IFRSの規

程に基づく耐用年数と乖離が

ないかどうか再度検討し、必要

に応じて修正する。

（システム）システムへの影響

はないと思われる。　システム

上IFRS導入に向けた対応が必

要な場合は質問4の「システム

の対応可否」にて回答下さい。

無形資産に該当する資

産は計上されています

か？　もしくは過去に計

上されていましたか？

Yesの場合、どういった

無形資産が計上されて

いるか簡単に教えて下さ

い。

無形資産の償却についてIFRSと

同様の会計処理（有限の耐用年

数を有する無形資産は、税法上

の耐用年数ではなく、当該資産

の耐用年数にわたり償却を行う）

方法で行っていますか？

Yes, Noに関わらず、現行の会

計処理の方法を簡単に説明して

下さい。

のれんは現在計上され

ていますか？　もしくは、

過去に計上されていまし

たか？

のれんの減損についてIFRSと同

様の会計処理（毎期減損テスト

を行い必要に応じ減損を行う）方

法で行っていますか？

Yes, Noに関わらず、現行の会

計処理の方法を簡単に説明して

下さい。

今後の企業結合などによりのれ

んを計上する予定はあります

か？

IFRSに従った処

理を行う場合、現

行のシステムで

機能上対応する

ことは可能です

か？

対象となるシステ

ムの名称を回答

欄に記載下さい。

業務処理に該当する部

門に○をつけてくださ

い。

(3) のれんの減損 IFRS3.51,

55

のれんは資産に計上し、償却せず、毎期減損テストを実施して

必要に応じて減損を行うことが必要。

経営環境の著しい悪化、市場価格の著

しい下落など減損の兆候(資産又は資産

グループに減損が生じている可能性を示

す事象)がある場合には、当該資産又は

資産グループについて、減損損失を認識

するかどうかの判定を行う。

（会計）日本基準と異なり、

IFRSでは減損の兆候の有無に

関わらず毎期減損テストを実

施する必要があり、減損テスト

を毎期行っていない場合は、

減損テストの方法とタイミング

を検討する必要がある。

（システム）システムへの影響

はないと思われる。　システム

上IFRS導入に向けた対応が必

要な場合は質問4の「システム

の対応可否」にて回答下さい。

今後の企業結合などによりのれ

んを計上する予定はあります

か？

IFRSに従った処

理を行う場合、現

行のシステムで

機能上対応する

ことは可能です

か？

対象となるシステ

ムの名称を回答

欄に記載下さい。

業務処理に該当する部

門に○をつけてくださ

い。

(2) のれんの償却 IFRS3.51,

55

企業結合で取得したのれんは償却してなならない。 のれんは、20年以内に規則的に利益へ

振替。

（会計）IFRSに従いのれんの償

却を行わない。

（システム）システムへの影響

はないと思われる。　システム

上IFRS導入に向けた対応が必

要な場合は質問4の「システム

の対応可否」にて回答下さい。 のれんは現在計上され

ていますか？　もしくは、

過去に計上されていまし

たか？

のれんはIFRSと同様の会計処

理（償却を行わない）方法で行っ

ていますか？

Yes, Noに関わらず、現行の会

計処理の方法を簡単に説明して

下さい。

○

研究開発を行っていま

すか？

開発費はIFRSと同様の会計処

理（資産計上）を行っています

か？

Yes, Noに関わらず、現行の会

計処理の方法を簡単に説明して

下さい。

今後の研究開発に関わる業務を

行う予定はありますか？

IFRSに従った処

理を行う場合、現

行のシステムで

機能上対応する

ことは可能です

か？

対象となるシステ

ムの名称を回答

欄に記載下さい。

業務処理に該当する部

門に○をつけてくださ

い。

○

(1) 研究開発費の資産計上

部門

Enterprise:○○

Project: インパクト分析調
Sheet title:IFRSクイックアセスメントシート

テーマ (i) IFRSでの取扱い (ii) 日本基準

IAS38.54,

57

研究（又は内部プロジェクトの研究局面）から生じた無形固定資

産を認識してはならない。研究に関する支出は、発生時に費用と

して認識しなければならない。

開発（又は内部プロジェクトの開発局面）から生じた無形資産

は、次のすべてを立証できる場合に限り、認識しなければならな

い。

(a) 使用又は売却できるように無形資産を完成させることの、技

術上の実行可能性；

(b) 無形資産を完成させ、さらにそれを使用又は売却するという

企業の意図；

(c) 無形資産を使用又は売却できる能力

(d) 無形資産が可能性の高い将来の経済的便益を創出する方

法。

(e) 無形資産の開発を完成させ、さらにそれを使用又は売却する

ため必要となる、適切な技術上、財務上及びその他の資源の利

用可能性；及び

(f) 開発期間中の無形資産に起因する支出を、信頼性をもって

「研究開発費等に係る会計基準」に従

い、研究開発活動は発生時にすべて費

用処理される。

市場販売目的・社内利用ソフトウェアに

ついては、研究開発費に該当しないもの

が資産計上される。

（会計）IFRSでの開発活動に該

当するものがある場合、（a）～

（f）の要件を満たすものがある

かを検討する。

特に、要件(d)を客観的に満た

すものがあるか、満たすタイミ

ングはいつかを検討し、資産計

上を行う。

（システム）システムへの影響

はないと思われる。　システム

上IFRS導入に向けた対応が必

要な場合は質問4の「システム

の対応可否」にて回答下さい。

IFRS導入のための

対応方法案

（会計・システム）

回答 回答 回答 回答

Enterprise: version 1
Project Title: 作成者：
Sheet Title: IFRS導入スコープ検討シート 作成日：

業務/IT
インパクトレベル

IFRS IAS SIC IFRIC
既存の

会計業務

既存の会計
処理とIFRS
との差異

(○差異なし
×差異あり

-対象業務なし)

今後の
ビジネス

展開に伴い
必要となる

可能性の高い
会計業務

IFRS導入に
伴い新たに

実施が必要な
会計業務

(初期セット)

IFRS導入に
伴い業務/IT
見直し・新設

対応が必要な
会計業務

内部統制上
キー

コントロール
ポイントが

含まれる業務

現行システム 機能見直し 機能追加
研究
開発

購買
生産
管理

製造 物流 営業 人事
情報
ｼｽﾃﾑ

財務
経理

1 複合取引 ○ × - ○ 販売システム ○ 1 ○ ○ ○ ○

2 通常の物品販売による収益の認識（国内） ○ × - ○ ○ 販売システム ○ 2 ○ ○ ○ ○

3 通常の物品販売による収益の認識（輸出） ○ × - ○ ○ 販売システム ○ 4 ○ ○ ○ ○

4
特殊な物品販売による収益の認識（直送、使用、委託、
未出荷販売）

○ × - ○ ○ 販売システム ○ 2 ○ ○ ○ ○

5 通常の役務提供による収益の認識 ○ ○ - × ○ 販売システム ○ 2 ○ ○ ○

6 工事取引による収益の認識 × - ○ ○ ○ ○ 6 ○ ○ ○

7 口銭取引による収益の認識 × - ○ ○ ○ 5 ○ ○ ○

8 受取利息の処理 ○ × - ○ xxシステム ○ 1 ○ ○

9 受取ロイヤリティの処理 ○ × - ○ xxシステム ○ 3 　 ○

10 受取賃貸料の処理 × - × - ○ 0 　 ○

11 受取配当金の処理 ○ × - ○ xxシステム ○ 3 　 ○

12 政府補助金の処理 × - × - ○ 0 　 ○

13 交換取引 × - × - ○ 0 　 ○

14 売上割戻（リベート）の計上 ○ × - ○ ○ xxシステム ○ 2 ○

15 売上割引の計上 × - × - ○ ○ 0 ○

16 収益の総額表示、純額表示 × - × - ○ 0 ○

組織スコープ業務スコープ システムスコープ

IFRS会計処理業務

IFRS

収益認識

・IFRS導入による業務への影響範囲、システムへの
影響範囲、組織（部門）への影響範囲を表示

・IFRS導入による業務・システム・内部統制へ
のインパクトを表示

Enterprise: version 1
Project Title: 作成者：
Sheet Title: IFRS導入インパクトレベル分析シート 作成日：

Level1 Level2 Level3 Level4 Level5 Level6

業務手順見直し 業務手順見直し 業務手順見直し 業務手順見直し 新業務プロセス設計 新業務プロセス設計

システム設定変更
（IFRS対応機能有）

内部統制手続き見直し
システム機能開発
（IFRS対応機能無）

内部統制手続き見直し 新業務手順設計 新業務手順設計

システム設定変更
（IFRS対応機能有）

システム機能開発
（IFRS対応機能無）

新システム機能開発
（IFRS対応機能無）

内部統制手続新設

新システム機能開発
（IFRS対応機能無）

1 複合取引 ○ 1 ○

2 通常の物品販売による収益の認識（国内） ○ 2 ○

3 通常の物品販売による収益の認識（輸出） ○ 4 ○

4
特殊な物品販売による収益の認識（直送、使用、委託、
未出荷販売）

○ 2 ○

5 通常の役務提供による収益の認識 × 2 ○

6 工事取引による収益の認識 ○ 6 ○

7 口銭取引による収益の認識 ○ 5 ○

8 受取利息の処理 ○ 1 ○

9 受取ロイヤリティの処理 ○ 3 ○

10 受取賃貸料の処理 - 0

11 受取配当金の処理 ○ 3 ○

12 政府補助金の処理 - 0

13 交換取引 - 0

14 売上割戻（リベート）の計上 ○ 2 ○

15 売上割引の計上 - 0

16 収益の総額表示、純額表示 - 0

IFRS会計処理業務

収益認識

現行会計処理無現行会計処理有

業務・ITインパクトレベル

IFRS導入
スコープ

(○対象業務
×対象業務である
がIFRSと同等処理

-対象外)

財務諸表
インパクトレベル

（日本基準ベース）
※金額レベル
B/S,P/L比率

業務/IT
インパクト

レベル

Enterprise:
Project Title:
Sheet Title: IFRS導入スケジュール検討シート【シミュレーション結果】

業務/IT
ｲﾝﾊﾟｸﾄ
レベル

研究
開発

購買
生産
管理

製造 物流 営業 人事
情報
ｼｽﾃﾑ

財務
経理

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

A A B B B C C D D

1 複合取引 1 ○ ○ ○ ○ 2 2 4

2 通常の物品販売による収益の認識（国内） 2 ○ ○ ○ ○ 2 2 4 4 4

3 通常の物品販売による収益の認識（輸出） 4 ○ ○ ○ ○ 2 3 4 4 4

4
特殊な物品販売による収益の認識（直送、
使用、委託、未出荷販売）

2 ○ ○ ○ ○ 2 3 4 4

5 通常の役務提供による収益の認識 2 ○ ○ ○ 2 3 4 4

6 工事取引による収益の認識 6 ○ ○ ○ 1 1 2 2 3 4 4 4

7 口銭取引による収益の認識 5 ○ ○ ○ 1 1 2 2 2 4 4

8 受取利息の処理 1 ○ ○ 2 2 4

9 受取ロイヤリティの処理 3 ○ 2 4 4 4

10 受取賃貸料の処理 0 ○

11 受取配当金の処理 3 ○ 2 4 4 4

12 政府補助金の処理 0 ○

13 交換取引 0 ○

14 売上割戻（リベート）の計上 2 ○ 2 2 4 4 4

15 売上割引の計上 0 ○

16 収益の総額表示、純額表示 0 ○

IFRS導入会計処理スコープ
（業務スコープ）

収益認識

2009組織スコープ 2010 2011 2012

1.プロセス新設計

2.業務手順見直し

A.現状詳細調査

B.ｸﾞﾙｰﾌﾟ経理規定策定

C.実務指針作成

D.事業部ﾙｰﾙ作成

・IFRS導入によるインパクトレベルに沿った
スケジュールを表示（別途、パラメーター設定必要）

1.IFRSインパクト調査シート（貴社入力）

・YES/NOなどの選択方式よる質問を主体とした
質問項目が中心

2.IFRS導入スコープ検討結果（成果物）

3.IFRSインパクトレベル検討結果（成果物） 4.IFRS導入スケジュール検討結果（成果物）

成果物イメージ
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ご静聴誠に有難うございました。
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